
当行では「地域密着・地域貢献」の経営理念の
もと、地域活性化のため中小企業の経営支援を
最も重要な役割の一つであると認識し、お客さ
まに対する必要な資金の供給・経営支援につい
て、適切、迅速かつ積極的な金融仲介機能を発
揮し、地域経済の発展に貢献するよう取り組ん
でおります。

具体的には、お客さまとの信頼関係の構築の
もと、お客さま企業のライフサイクルに応じた

ニーズや課題を共有し、その解決に向けた提案
を行っており、当行が持つ情報やネットワーク
を活用した経営相談・経営支援など、営業店と
本部専門部署が一体となり、コンサルティング
機能を発揮しております。

また、沖縄県中小企業再生支援協議会等の外
部機関とも連携を図りながら、県内中小企業の
経営改善に向けた取組支援を、一層積極的に行
っていく方針であります。

法人部（※）内に事業戦略支援グループ（※）を
設置し、取引先に対して専門性の高い相談業務
を展開し、創業支援、新創業、地域貢献戦略と
しての販路拡大支援、ビジネスマッチング、海
外ビジネス支援、ABLの推進および事業承継・

M&A等の経営支援を行っています。また医療
福祉・介護や観光・物流・ITなど地域の成長を
支える分野への取組みを積極的に推進してお
り、お客さま目線に立った経営ニーズの発掘や
課題解決のサポートをしています。

事業戦略支援グループ（※）の役割

■	事業承継・M&A
	� 中小企業では、経営者の年齢上昇に伴い、「事業承継」に直面する企業が年々増加しています。

事業承継・M&Aの分野では、親族内承継、親族外承継、友好的M&A（第三者への承継）に関
するコンサルティングから対策の実行までを専門家と協働して、事業承継問題解決の支援を
行っています。

■	 外部専門機関との連携
	� 地方公共団体や中小企業関係団体等の関係機関や、大学や研究機関等の外部専門機関との産

学官連携を通じて、地域活性化に関するプロジェクトに対して情報・ノウハウを提供するこ
とに取り組んでまいります。

■	 医療福祉・介護分野
	� 医療福祉・介護分野に精通した専門スタッフの配置や、外部専門機関との連携により、医療

機関、介護事業者さまの課題解決、経営支援を図っています。

中小企業の経営支援に関する取組方針

中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況
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分野 組織対応 具体的な取組み

物流
事業戦略支援グループ（※）
外部出向者
総合企画部（※）

海外展開支援
国際物流特区構想
沖縄大交易会（共催）

観光
医療

事業戦略支援グループ（※）
おきぎん経済研究所
証券国際部

県内医療福祉・介護業界のサポート
万国医療津梁事業、外国人観光客対応人材育成事業
海外観光客誘致支援（多通貨両替機）

農業
アグリ

事業戦略支援グループ（※）
総合企画部（※）

６次産業化支援、農商工連携支援

IT
金融

営業統括部
事務部（※）
おきぎんSPO

電子マネー
でんさいネット
琉球ソフトビジネスセンター、クラウドセンター

事業再生支援強化に向けた組織体制について
は、「経営支援先」に対する集中的な再生支援を目
的として、以前より専門部署として法人部（※）
を設立しております。また、外部機関との連携
強化を図るため、平成25年5月には県内6金融
機関および沖縄県中小企業再生支援協議会、沖
縄県信用保証協会と連携した事業再生ファンド

「おきなわ事業再生ファンド」へも参加しており
ます。

更に、平成26年3月にはお客さまの事業再生

支援を通し、地域経済の活性化を目的に県内の
金融機関として初めて、株式会社地域経済活性
化支援機構と「特定専門家派遣に関する契約」を
締結しております。今後も、コンサルティング
機能を一層発揮するため、外部機関の活用を進
めていく方針であります。

行内外の研修や「スキル認定制度」（審査や法人
営業などの専門分野ごとに必要なスキルを定め、
対象者の習熟度に応じてランク付けをする制度）
等を通じ、融資業務に関する高い専門知識・業

務スキルを持つ行員や、地域の中小企業に対し
て最適な経営改善支援や再生支援を行える行員
の育成を進めてまいります。

行内体制の整備
⃝県の成長を支える分野に対して専門職員の育成と組織的な対応を行っています。
⃝下記の部門にて専担者を育成し、全店への効果波及を目指しています。

事業再生支援態勢

行員の育成
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中小企業の経営支援に関する取組状況

本部専門スタッフや外部専門機関等を活用し、将来性ある企業の発掘・育成に取り組んでいます。

　ビジネスマッチング情報の共有化を図り、地域の中小企業のニーズに対応した有用な情報の提供を
行い、成長段階における支援を行っております。

創業・新規事業開拓の支援

成長段階における支援

■	主な取組み
	� 中小企業経営力強化支援法に基づく「認定支援機関」として中小企業基盤整備機構やTKC沖縄

支部など税理士等との連携、セミナーを通じて新規事業者に対する有益な情報を提供し、創
業・新事業展開におけるコンサルティングや、創業や新規事業への新規融資等の支援を行っ
ています。

	� 商談会の実施等による販路開拓支援、海外進出など新たな事業展開に向けての情報提供やア
ドバイス、「経営者塾」等のセミナー開催により資金ニーズを喚起し、金融サービス機能の発揮
と情報提供やアドバイス、ファイナンスのサポートを実施しています。

■	情報提供

■	� 中小企業・小規模事業者ビジネス創造支援事業
	� 地域プラットホームの構成機関と連携を強化し、新規開業・創業・経営支援を行っています。

具体的には高度な経営分析等のサポートを行う専門家の派遣を支援することで、中小企業・
小規模事業者等の新たなビジネスの創造や経営改善、業務拡大等の支援を行っております。

	� また農商工連携・地域資源活用支援および経営革新計画の承認取得の支援を行うなど新事業
支援に取り組んでおります。

■	M&Aや事業継承支援等
	� 新規先の開拓を推進するほか、新規事業の展開や経営の多角化を検討している企業に対し、

M&Aコンサルティングを活用した積極的な提案・掘り起こしを行うことで、企業の資金需要
を創出していくという取組みを行っています。

	� 具体的には、ベストなお相手探しからスキーム立案、クロージングまでの一貫したサービス
を提供することで、新規事業への進出や経営の多角化等を目的とした友好的なM&Aを支援す
るものです。

	� また、医療・介護福祉分野、環境・エネルギーや農業などの成長分野、事業計画立案段階か
らファイナンスまで支援する取組みのほか、銀行のネットワークを活用した海外展開、販路
拡大のサポートも強化しており、今後はバリューチェーンの構築をコーディネートすること
を通じ、新たな資金需要の創出にも取り組む方針であります。

■	実績（平成26年4月1日～平成27年3月31日）
	� 創業、新事業に対するファイナンス支援の実績は、19件 1,047百万円となっています。

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況
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■	成長分野支援
	� 医療・介護・IT・農業・環境等の成長分野について担当者を置き、専門性を高めることによ

り、新しい企業、有力な企業の発掘・育成支援を引き続き行います。

■	制度融資
	� 国や地方公共団体の中小企業支援施策を積極的に活用し、補助金・助成金にかかる制度融資

を開発し資金需要に対応しています。

■	経営改善支援センターの積極的活用
	� 平成25年3月8日に設立された「経営改善支援センター」は、中小企業経営力強化支援法に基

づく認定支援機関が中小企業・小規模事業者の経営改善・事業再生を促進するための経営改
善計画策定支援を行うにあたり、再生計画に係る費用の補助を行っています。当行は同セン
ターを積極的に活用することで、自ら経営改善計画等を策定することが難しい状況にあるお
客さまの経営改善・事業再生にも取り組んでいます。

	� なお、経営改善支援センター発足後の当行の活用実績は、88件となっています。

　当行は、お客さまの経営改善・事業再生等の支援として、経営改善計画作成支援、モニタリングによ
る進捗管理を、お客さまへのSR（Strong・Relation）活動を通して適切なアドバイスを行っています。

経営改善・事業再生・業種転換等の支援

■	� 沖縄県中小企業再生支援協議会の積極的活用
	� 外部機関との連携として主に沖縄県中小企業再生支援協議会の活用を積極的に行い、他金融

機関との調整機能の活用、DDS等の高度な手法の活用、リスケだけではなく成長が見込める
事業への新規融資対応等を取入れ、速やかにお客さまの経営改善・事業再生が図れる実現性
の高い計画を策定しています。

	� なお、平成26年度に沖縄県中小企業再生支援協議会を活用して経営改善計画書の策定支援を
行った実績は、10件となっています。

■	実績（平成26年4月1日～平成27年3月31日）
	� 成長段階における顧客企業への支援実績は、下記の通りです。
　・ビジネスマッチング：個別マッチング実施件数 31件
　・‌�動産・債権譲渡担保 77先 2,711百万円（うち売掛債権担保 47先 1,567百万円、動産担

保 30先 1,144百万円）
　・‌�海外進出支援および海外ビジネス支援の取組み 支援取組先数 9先

■	� 不動産担保や個人保証に過度に依存しない融資手法
	� 中小企業の資金調達手法の多様化に対応するため、不動産担保や個人保証に過度に依存する

ことなく、事業内容に適した融資手法に取り組んでまいります。動産・債権譲渡担保融資
（ABL）の積極的な活用、私募債の引受、PFI等に取り組んでまいります。
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■	外部専門家との連携
	� 経営改善計画の策定については、中小企業診断士、税理士等外部専門家と連携し、資金繰り

の安定化、売上の増強による運転資金需要、および新規事業への設備資金等の新規融資を踏
まえ経営改善計画を作成しています。更に、取引企業の業務改善を図るため、上記専門家以
外に業界の専門家から意見を取り入れる等の活用を図っています。

■	おきなわ経営サポート会議
	� 「おきなわ中小企業経営支援連携会議」の個別案件調整機能を有する、平成25年3月12日に

発足した「おきなわ経営サポート会議」のパンフレットの全店配置や中小企業者が「おきなわ経
営サポート会議」を活用したい場合の事務取扱について周知を図っています。同会議の場にお
いて、当行のみならず「おきなわ中小企業経営支援連携会議」の各構成員と緊密な連携を図る
ように促しております。

　地方公共団体や中小企業関係団体および外部専門機関等との連携等を通じて、地域活性化に関する
プロジェクトへ積極的に取り組んでいます。

地域の活性化に関する取組状況

■	人材育成
	� 人材育成にも取り組んでおり、経営改善計画を作成するに当たり財務面の指導だけでなく、

売上の向上策の提案や業務改善等きめ細かくコンサルティング機能が発揮できるよう研修体
制の充実を図っています。

	� 具体的には、法人部（※）による業界動向の例示・説明を行う研修や監査法人による目利き能
力、ソリューション提案力向上を図る「経営支援講座」、希望店舗の個別企業を題材に実態把
握の手法を学び経営改善への道筋を学習する出張勉強会などを開催し、当行のコンサルティ
ング能力の向上を図っています。

■	その他
	� 事業再生の観点から派生して第二創業支援としてM&Aや事業承継についても専門家を招聘

し、顧客向けセミナーやTKC税理士事務所との勉強会を開催しており、中小企業支援を図る
体制を構築しております。

■	沖縄21世紀ビジョン応援融資キャンペーン
	� 「沖縄21世紀ビジョン」のもと、一括交付金を活用した各種事業を通して沖縄振興策を展開、

国や各市町村においても各種公的助成事業の充実が図られ、県内中小企業を中心に助成制度
の活用が活発化しており、その振興策と連動するかたちで平成25年4月期より｢沖縄21世紀
ビジョン応援融資キャンペーン｣を展開しています。助成金交付までの「つなぎ資金の円滑な
提供」により、金融面から振興策事業の成功を支援する目的に実施しております。

	・平成26年度実績 77件 405百万円（上期 34件 181百万円／下期 43件 224百万円）

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況
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■	沖縄大交易会
	� 県内各種団体等と連携し、オール沖縄体制で開催する全国規模の大型国際商談会である「沖縄

大交易会」へ共催の立場で全面的に参加・支援しております。
	� 「沖縄大交易会」とは、主に海外販路開拓・拡大を考えている県内外のサプライヤー企業と県

外・海外のバイヤー企業を結びつける個別商談方式の商談会です。
	� 平成26年11月27日、28日で開催された「第1回沖縄大交易会」は、出展サプライヤー約

200社、バイヤー176社の参加のもと、2日間で1,861件の個別商談が行われました。

■	新たな資金調達手段の提供および販路拡大支援
	� 当行では、成長が見込める事業や沖縄県の産業振興に資する事業に対し、各種ファンドを活

用し、県内事業者さまの成長の支援をしています。
	 ①沖縄ものづくり振興ファンド（投資実績 3件 2億1,985万円）※ファンド全体の実績
	 ②クラウドファンディング
	（※ミュージックセキュリティーズ（株）が運営管理する投資サービス「セキュリテ」を紹介）

�	・ファンド紹介実績：26件
	・ファンド組成実績：	 3件

  沖縄銀行 ミュージックセキュリティーズ(株)
（ＭＳ社）

県内事業者

②県内事業者が
　｢セキュリテ｣利用を希望 ④ＭＳ社がファンド

　組成を検討

⑤ファンド組成①当行が｢セキュリテ｣
　を紹介

③当行が県内事業者を紹介

<マイクロ投資サービス「セキュリテ」ご紹介の流れ>

※平成27年6月19日付で機構改革を実施しております。
新部署名 旧部署名

総合企画部 総合企画本部
法人部 法人融資部
事務部 事務統括部

事業戦略支援グループ 事業戦略支援室
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